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■■一■■一かん げん

　　　　　　　　　　　　　　　　第二次世界大戦後のわが国は、欧米に比べて技術水
求められる独創性
　　　　　　　　　　　　　　　準も低く、研究の蓄積も乏しかったことから、先進諸

国との技術格差を埋めるために、積極的に先進技術を導入し、これを改良し、更には自主

技術の開発もあって、技術の「追い上げ」が世界歴史に例をみないほど急速に進んだ。今

日では、わが国の技術は多くの分野で欧米に比べて遜色がない高い水準に達し、鉄鋼、自

動車、電子などの産業では世界をリードするまでになり、わが国の経済的繁栄をもたらす

ことになった。

　このように先進技術を導入して効率的に技術開発を行い高度成長を遂げたことについて、

欧米の批判がないわけではない。世界をリードしているわが国の産業にしても、その技術

開発や商品化の多くは、欧米の科学者の長い間の基礎研究に基づくもので、換言すれば、

欧米の独創的な研究成果を、その過程のリスクを負わずに利用し、商品化に成功している

というものである。商品化となれば、生産効率の高い日本的システムで欧米よりも競争力

のある製品を量産することができるので、欧米企業のいらだちも当然であろうし、このよ

うな技術開発の姿勢はこれからは国際的に通用しにくくなるであろう。

　世界経済に占めるわが国の比重の大きさや世界経済の再活性化に必要な国際技術協力を

考えるとき、わが国の技術開発の主眼を、従来の導入技術の応用・改良から独創性のある

技術開発に移す必要がある。欧米諸国が欲しがるような独創的な研究開発の成果を多数生

み出して提供することは、資源のないわが国の経済的安全保障の道でもある。

　国内をみても、経済社会の成熟、産業構造の高度化、それに伴う国民のニーズの高度化

と多様化が進む中で、こうした動きに対応した新たな経済社会をつくる原動力としても、

独創的な研究開発は重要な要素となる。

　今日では、このような戦後の技術開発過程やそれから生じた問題点を踏まえ、独創的な

研究開発を目指した体制づくりが官民あげて進められ、その成果が出現しつつある。しか

しながら、独創性という面では、長い時間をかけて培った豊富な基礎的科学技術の蓄積を

持つ欧米に比べれば、まだまだわが国が劣ることは事実であろう。これからは、人材育成

のための教育から研究体制に至るまで一層の改善を進め、独創性の格差を埋めるために欧

米を追い上げて行かねばならない。
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　電気事業についてみると、他産業と同じように、欧米か

らの導入技術を基に設備と運用技術の両面にわたって自主

技術の開発を進め、今日の高い水準の技術力を持つに至り、

大方の部門で技術の成熟化が図られたといえる。しかし、

これからは、電気事業をとりまく環境は大きく変化するこ

とが予測される。例えば、エネルギー情勢の流動化、エネ

ルギー間競合、電力需要構造の変化、高度情報化などであ

る。これらの変化に対応して経営基盤を確固たるものにす

るためには、電源技術から電力流通技術、電気利用技術に

至るまであらゆる分野で、電気事業として新たな視点に立

った独創的な技術を開発する必要がある。

　巨大技術である原子力発電を例にあげるまでもなく、電気事業は技術集約型産業であり、

円高・景気停滞の現在ではその技術開発が経：済活1生化に与える影響は特に大きなものがあ

る。また、地方の時代といわれる今日、各地域産業の中心的存在である電気事業。技術開

発は、地域振興の役割を果たすこともできる。電力各社とも技術開発を経営の基本方針の

一つに据え、技術開発体制の強化を図っているところであるが、これまでは応用研究や実

用化研究を重視し過ぎたきらいもある。これからは、電気事業の長期的な技術ビジョンに

基づいた目的指向型の長期的・組織的基礎研究、例えば電力技術の革新に不可欠な新素材

などの研究開発が特に必要であろう。新素材の開発には多大の労力と時間とを要するとさ

れており、開発を効率よく進めるには研究体制とともに研究者のたゆまぬ努力が非常に重

要となる。このような観点から、電気事業の中核的・総合的研究機関としての電力中央研

究所に対する期待は大きい。

九州電力株式会社代表取締役副社長

　　　石橋　周一
　　　　　〔電力中央研究所参与〕
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理事長表彰・各長表彰一覧

◎理事長表彰◎
「100万ボルト級（UHV）交流送電の実証研究」

◎次期の電力輸送技術としてのUHV交流送電の実証研究の結果、概念設計に比べて①送電線導体を10導体から8導体に減らした②電：力線

の相間間隔を11メートルから9メートルに縮めた③変電所のブッシングの長さを20％短縮した。これらによりUHV送電線の設計手法を

確立するとともに、送電線の建設費を約20％、1キロ当り約3億円低減できた。このことは既設送電線の信頼性向上、コスト低減にも寄

与するところが大きい。

●電力研究所　送変電部調査役・福島　充男、同・送変電部　放電研究室長・新井　昇、横須賀研究所　試験研究部　高電圧研究室長・

渡辺　泰夫

◎声高表彰◎
「NlC原子力発電情報システム（MCS）の開発」………………・…・…一………・…・……………・…一……研究開発本部

◎当所の大型計算機に、原：子力発電所の運転に必要な内外情報のデータベースとこれを活用するプログラムを構築し、全国の電力会社の端

末機器を電話回線で結んで情報を交換するシステム、略称NICSを開発した。現在、このシステムによる、電力会杜からの情報利用頻度

は、月平均150件を数える。

●原子力情報センター・統計解析担当課長・佐藤和正、岡・横尾　健、同・統計解析担当課長・福本　弘（現在　企画部　企画調査担当課

長）、同・情報分析担当課長・大野忠行（現在　中部電力㈱）

「狛江事業所における危険物削減等に対する安全管理方策の提醤と推進」…………・……・……・・…………・…・狛江事業所

◎住居密集地域にある狛江事業所では、防火対策、危険物管理に厳しい条件が付与されている。これに対応して、主に薬品の管理については、

コンピュータを使った全数管理方式とし効率化をはかり、危険物の量を大巾に削減した。放射線管理においても創意工夫に基づく厳正な

管理を行っている。また安全関係の種々の内規を作成し、これらは他事業所の参考となっている。これまで無事故の実績を保持してきた

ことは、安全管理方策の提書と推進に絶えず努力してきたことによるものである。

●事務部　調査役・町田　忠夫

「接触燃焼用高性能触媒の開発とその耐久性の実証」…………・……・……・……・……・…・・……………・・エネルギー研究所

◎接触燃焼用の高性能触媒の開発に世界で初めて成功し、LNGの長時間燃焼試験によりその耐久性を実証した。接触燃焼法を適用するこ

とにより、燃焼器の小型化が図れるとともに、脱硝装置が不要となり、大巾な経費節減が期待できる。当面はLNGガスタービンへの実

用化を目指すが、ガスタービンの高温化・低NOx化を可能にする技術としても、国内外から大きく注目されている。

○環境部　陸島環境研究室・福沢　久、同・小沢　靖

「断層内物質を用いた断層活動時期の評価手法の開発」……・……………………………・………・……∴………土木研究所

◎断層内の破砕状の物質を指標とする断層の活動時期を推定する手法を開発し、十分有効であることを立証した。この手法は、原子力発電

所の耐震設計において、周辺の断層が活動性のものかどうかの評価に有効であり、実際に原子力地点の耐震設計ならびに安全審査資料に

活用され、学会でも高く評価されている。

●立地部　地盤地質研究室・金折　裕司

「交流電界の実験動物への無害性実証研究」………………・………・…・……・…………・…・…・・……………・……生物研究所

◎交流電界の健康影響に関する動物実験において、供試動物として初めてハムスターを採用し、電界の長期的影響を検討できる独創的な実

験手法により無害性を立証した。これはわが国における唯一のデータであり、UHV送電線の環境影響評価に活用されている。

●緑地部　動植物研究室・根岸　正

「ケーブルの地絡・短絡時におけるアーク現象の解明と対策」……・…………・…………・・……・・……………横須賀研究所

◎大容量：ケーブルで、地絡・短絡故障が万一発生した場合を想定し、アーク現象や電磁機械力現象などに対して、種々の対策が有効である

ことを検証した。これらの試験結果を体系的にとりまとめた、この成果は、諸対策の基準の確立に寄与するものである。

●試験研究部　大電流研究室・憎憎　欣也

「景観影響予測・評価手法の開発とその実用化」…・……………・・…・り………・…・…・………・……・…・…………経済研究所

◎景観影響の予測評価という人間の美的感覚を、心理学実験等を通して客観的に判断できる体系的、総合的な予測評価手法を完成させた。

この結果は、地元住民や関係省庁への説明資料として有効活用されている。この手法は、電力施設立地の環境アセスメントにおける有効

なパブリック・アクセプタンス手段として使い得るだけでなく、電力施設の環境との調和、環境創造設計法として、今後、実用に供され

る可能性が大きい。

●経済部　社会環；境研究室・若谷　佳史、同・山中　芳朗、　同・山本　公夫

4



　　　は　じ　め　に
表彰審査委員会　委員長　常務理事　沼田　郁夫

　世界のエネルギー情勢は、最近の原油の値下がりによっ

て小康状態にあるものの、これは一時的な現象と考えられ、

長期的には依然楽観を許しません。

　特に、エネルギー資源の大半を他国に依存している我が

国にとって、安定したエネルギーを確保するためには、将

来を見通した着実な技術開発が必要です。

　この技術開発の大部分は、多方面の分野の新技術を総合

化して進められる大型で、かつ、業際的な技術開発であり、

そのため、これまでの各専門分野の技術の延長だけではな

く、これを総合化した研究が重要になります。

　このような意味合いから、電気事業の研究開発を担当し

ている当研究所としては、当所の待っている総力を結集し、

将来、電気事業にとって役に立ち、社会に貢献できる課題

を先取りして、鋭意、研究に取り組んでいるわけでありま

す。

　昨年度より、当研究所では、電気事業の、ひいては将来

の経済社会の発展に寄与する貴重な研究成果をあげたもの

を顕彰し、職員の活力を一層高揚することにいたしました。

　今年度はその2回目で、前回にひきつづき、表彰は理事

長表彰と各研究所の所

長表彰の二本立てとし

ました。

　選考にあたっては、

電気事業の総合研究機

関という立場から

●独創性を発揮した研

　究成果であること

●電気事業全体にかか

　わる諸問題の解決に

　大きく寄与した研究成果であること

という観点で慎重に審議しました。

　そして、理事長表彰には、「100万ボルト級（UHV）交

流送電の実証研究」に関する研究成果を選びました。

　その他、各研究所の所長の表彰は、本誌に収めているよ

うに、7件を選定し、表彰を行った次第であります。

　これらは、いずれも将来にわたって電気事業の発展に寄

与するもので、この成果が広く実用に供され、社会に貢献

することを期待しております。　　　　　　　　　　⑱
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第「　1章



　　　　交流送電の実証研究
　　　　　　　　　　電力研究所　送変電部　調査役　福島　充男

　UHV送電は、1ルートの送電線で大量の電気を長距離

にわたって需要地まで効率よく送ることができ、国土の有

効利用や送電コストの低減に大へん役立つ。当所における

UHV送電の研究は昭和40年代の前半に早くもスタートし

ている。現在、最盛期を迎えた50万ボルト送電の技術開発

が終了するやいなやの時点であり、最初の成果は、総合報

告書第1号として、昭和47年4月に発表されている。この

中で100万ボルト送電の実現時期を昭和72年頃と想定して

いるが、先般発表された東京電力の63年ないし64年着工、

70年代後半以降100万ボルト運転という計痢と対比して、

当らずとも遠からずと言えよう。

　昭和47年には、所内に「UHV送電研究推進委員会」が設

置され、翌48年に発足した中央電力協議会・技術開発専門

委員会「UHV開発推進委員会」に協力し、第1次ステップ

の基礎研究がスタートした。この段階においては、50万ボ

ルト送電技術の開発過程で得られたデータの延長、および、

UHV送電の研究が先行して進められていた、アメリカ、カ

ナダ、フランス、イタリアなど諸外国における成果をもと

にして検討が行なわれ、UHV送電線の概念設計も行なわ

れた。

　第2次ステップの開発研究は、学識経験者、官庁、電力

各社、メーカーを含めた全国的組識としての「UHV送電特

別委員会∫が、当所に設置され、昭和53年から開始された。

この段階での広範な研究成果については、先の「学研レビ

ュー謔T号（昭和57年10月）」に詳しい。

　そして、UHV送電技術開発の第3次ステップとしての

実証研究が昭和57年より本格的にスタートし、昭和60年3

月に所期の成果をあげて終了した。また、実証研究の終了

と相前後して、東京電力より100万ボルト設計送電線の建

設計画が発表され、その成果がタイミングよく活用される

こととなった。実証研究においては、赤城試験ヒンターに

「UHV赤城実規模試験線」、　UHV塩原実験場には「相間

開閉サージ実験設備」、さらに、横須賀研究所には「UHV

霧中実験設備」など、大型設備が次々と建設され、研究費、

人員も集中的に投入された。

1－1 研究の目的

　実証研究の目的は、当然のことながら、これに先立っ基

礎研究、開発研究の成果を、実規模設備で検証することで

ある。第2次ステップまでに開発された、絶縁設計手法の

信頼i生を評価し、環境対策手法の効果を確認することによ

り、100万ボルト送電線について信頼性、緻剤生および環境

面からの最適設計に資することを目的としている。

　これらは、以下のようにブレークダウンすることができ

る。

●コロナ騒音の予測手法、UHV送電用がいし・がい管の耐

　汚損設計手法など、第2次ステップで新たに開発した成

　果の実証。

●相間開閉サージに対する絶縁設計手法など、海外で従来

　まちまちなデータが得られているものについての、実規

　模設備による確認。

●ラジオ雑音の予測法、風騒音対策法、対地絶縁設計法な

　ど、50万ボルト以下の送電線を対象とした技術を、100万

　ボルト送電線に延長適用することの妥当性の検証。

1－2　研究の実施体制

　PHV送電特別委員会における開発研究の成果を受けて、

中央電力協議会の依頼にもとづき、昭和57年12月、当所に

学識経験者、官庁、電力各社、メーカーを含めた「UHV交

流送電実証試験委員会」が設置され、これのもとに、プロ

ジェクト研究として推進された。研究の実施は、電力研究

8



所が主体となり、横須賀研究所、エネルギー研究所、生物

研究所の能力、技術を結集、総合化して推進した。

1－3 成果の概要

　100万ボルト送電線の環境対策について検討し、コロナ

騒音、風騒音、ラジオ雑音などが、50万ボルト送電線と同

程度に抑制可能であることを実証した。また、絶縁特性を

精細に調査し、絶縁設計の合理化による送電線の小型化が

可能であることを実証した。

1－3－1　環境対策

　100万ボルト送電線の環境対策については、50万ボルト

送電技術の開発研究以来蓄積されてきた成果、UHVコロ

ナケージなどの基礎実験設備による研究成果、および、海

外における研究成果などをもとにして、概念設計検討が第

2次ステップにおいて行われた。この結果、環境影響は、長

年運転実績のある50万ボルト送電線と同程度に抑制可能で

あるとの予測がなされた。しかし、100万ボルト送電の実用化

化のためには、実規模設備による予測結果の実証と対策効

果の確認、さらには、一層の経済【生の追求が必要である。，

このため、赤城試験センターにUHV実規模試験線を設置

して、環境対策に関する総合的実証研究を実施した。

（D　コ臼ナ騒音

　コロナ騒音　（Audible　Noise）は、降雨時に電線に付着

する水滴から発生するコロナ放電により、空間に放射され

る可聴音である。100万ボルト送電線には、図1－3－1のよ

うな多導体電線が用いられるが、これの導体数を多くする

か、または、導体サイズを太くすることにより、コロナ騒

音を減少させることができる。しかし、これは、電線重量、

鉄塔強度、工事量の増加を招き、建設コストを上昇させる

ので、導体数とサイズの適切な選定により、コロナ騒音の

防止と経済性とを協調させることが重要である。

　アメリカにおいては、1960年代の後半に、50万ボルト送

電線などにおいてコロナ騒音に対する苦情が発生し、この

ため早くから精力的な研究が開始されている。第1次ステ

ップにおいては、これら海外における研究成果を有効に活

用するため、アメリカの電力研究所（EPRI）、ゼネラルエレ

クトリック社（GE）、および、ボンネビル電力庁（BPA）、

における、UHV試験線による実験に研究者を参加させ、デ

ータを入手して解析を行った。この結果、わが国の100万ボ

ルト送電線のコロナ騒音を、50万ボルト送電線と同程度に

するためには、電線を10導体にする必要があることが予想

された。

　しかし、第2次ステップにおいて、UH：V塩原実験場に

UHVコロナケージを設置して独自の検討を進めた結果、

100万ボルト送電線緊縛導体電線のコロナ騒音は、海外のデ

ータに比べてかなり小さいことが明らかとなった。このた

め、コロナケージによって得られたデータをもとにして、

新たにコロナ騒音予測法を開発し、これにより、100万ボル

ト送電線の電線について再検討を行ったところ、8導体で

も50万ボルト送電線と同程度に抑制できる見通しが得ら

れた。海外のデータとの差は、騒音計規格の違いや系統周

波数の差（50Hz／60Hz）によるものであることも明らかと

なった。

　赤城試験線における実証試験結果は、図1－3－2に示す

ように予測値とよく一致し、100万ボルト送電線に8導体

電線を適用できることが実証された。

（2）風騒音

風騒音は、強風時に電線から発生する一種の風切音であ

る。この防止対策としては、図1－3畦の10導体電線のよ

うにスパイラル線を巻き付ける方法が効果があり、広く実

用化されている。ユ00万ボルト送電線においても、これと同様

のスパイラル線を適用することにより風騒音がなくなるこ

とを確認することができた。また、風騒音の予測は、風洞

実験によるデータをもとにして行っているが、100万ボル

ト送電線についても、この方法が適用でき、スパイラル線

による対策を行わないとき、風騒音がどの程度の大きさに

なるかなどの検討に活用できることが実証できた。

（3）ラジオ雑音

　コロナ放電からは、先のコロナ騒音の他に電波雑音も発

生する。この内、ラジオ受信に障害を与えるラジオ放送周

波数帯の雑音をラジオ雑音（Radio　Interference）と呼ん

でいる。ラジオ雑音に関しては、50万ボルト送電技術の研

究開発時に、当所において精力的な研究が行われ、予測手

電研レビューNo、14懸9



図　卜3－i　IOO万ボルト級送電線の電線
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法が既に開発されている。赤城試験線による実証研究にお

いては、この手法を100万ボルト送電線に対しても延長適

用できることを確認し、また、8導体電線を用いることに

より、ラジオ雑音を50万ボルト送電線以下に抑制できるこ

とを明らかにした。

（4）テレビ受信対策

　テレビ放送における新技術の一つとして、衛星放送の実

用化が進みつつある。これに対し適切に対処するために、

100万ボルト送電線による衛星放送テレビ電波のしゃへい

について検討した。この結果、電波が電線により陰となる曳

く狭い範囲で、電波の強さが最大でも約30％弱くなる程度であ

り、理論計算による予測ともよく一致することが確認された。

（5）静電誘導

送電線の下で人がカサなどに触れたとき、静電誘導によ

図　1－3－2　赤城試験線における：コロナ騒音の測定結果と予測値の比較

る微小な放電が発生して、軽いショックを感じることがあ

る。静電誘導については電線の地上高を決定する要因の一

つとして、ラジオ雑音と同様に、50万ボルト送電技術の開

発に際して種々の検討が行われた。100万ボルト送電線の

静電誘導対策に関しても、基本的には50万ボルト送電線の

対策と変ることはない。しかし、その後、大型計算機を用

いた数値計算手法が進歩し、当時では精細な解析が困難で

あった3次元配置についての検討も可能となった。

　送電線の下を道路が横断する場合に、通行者に対する静

電誘導対策として、道路に沿ってしゃへい線を設置する方

法が効果的である。この場合の対策効果を、当所で開発し

た3次元電界計算法により解析し、赤城試験線における測

定結果とよく一致することを確認した。また、送電線下の

バスやトレーラなどに誘導される電流についても、50万ボ

ルト送電線と同程度であり測定値と計算値とはよぐ一致し

た。以上のように100万ボルト送電線の静電誘導対策に、3
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次元電界計算法が活用できることを明らかにした。

1－3－2　　系色糸i家言斐言十

　送電線によって電力を送るためには、電線など電圧の高

い部分を確実に絶縁する必要がある。このために、空気中

の絶縁間隔を十分に広くしたり（気中絶縁）、がいしを長く

したりすればそれだけ安全になるが、100万ボルト送電線

では、これらによる鉄塔の大型化が経済性に大きな影響を

与える。したがって、絶縁間隔とがいしの長さを必要最小

限とし、できるだけ小さくする工夫が重要である。

q）気中絶縁

　送電線では、しゃ断器の開閉時などに、瞬問的に高い電

圧が発生することがあり、これを開閉サージと呼んでいる。

気中絶縁は主として、この開閉サージに耐えるように設計

される。

　100万ボルト送電線について、第2次ステップで概念設

計を行ったところ、図1－3－3のように、鉄塔のジャンパ

線とその下側相のがいし装置のシールドリング間の絶縁が

特に問題であり、この間隔が鉄塔の大きさの決定に際し、

支配要因となることが判明した。この場合は、電圧の位相

が異る部分間の絶縁であるので、相間絶縁と称している。

図　1－3－3　高低差が著しい山岳地における相問絶縁
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開閉サージに対する相間絶縁については、アメリカ、カナ

ダ、フランスなどで実験が行われているが、図1－3－4に示

すように、得られたデータには幅があり、これらを用いて

設計するときには、安全側、すなわち、絶縁間隔が最大と

なるデータを採用せざるを得ない。またこの間隔には、ジ

ャンパ線やシールドリングの形状の影響も大きい。

　このため、相間開閉サージ実験設備をUHV塩原実験場

に建設し、実際のジャンパ線やシールドリングを用い、開

閉サージの大きさと必要な絶縁間隔との関係を詳細に調べ

た。この結果、海外のデータを用いた場合の絶縁間隔11m

に比べ、約20％短い9mに縮小できることが明らかとなった。

　また、電線など電圧の高い部分と、鉄塔など大地電位部

分との問の絶縁（対地絶縁）に関しても、実際の形状につ

いて詳細に実験し、これまでの手法で十分信頼度の高い絶

縁が可能であることを確認した。

（2）がいしの耐汚損設計

電線を鉄塔から絶縁して保持するためにはがいしが用い

られる。がいしは、台風や季節風など厳しい気象条件にさ

らされることが多く、その表面に多量の塩分を含む汚損を

図　1－3－4　相問絶縁間隔と開閉サージ電圧の関係
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受ける。そして、汚損したがいしが霧などによって湿潤す

ると、一時的に絶縁性能が低下することがある。

　汚損による絶縁破壊（フラッシオーバ）事故を防止する

ためには、がいしの汚損程度を把握し、その汚損程度にお

けるがいしの絶縁性能（耐電圧特性）を明らかにして、所

要がいし長を求めることが必要である。特に、100万ボルト

送電線では、使用されるがいしは大型で長大となるため、

その絶縁性能を詳細に把握し、設計を合理化することが極

めて重要となる。

　このため、海外でもUHV級の大型長大がいしの絶縁性

能について実験が行なわれているが、結果に重大な問題点

が含まれていることが明らかとなった。すなわち、がいし

の長さと絶縁性能との関係には非直線性があると海外の一

部で発表されていることである。もしこれが事実であれば、

100万ボルト送電線のがいしの長さは、電圧比例以上に大き

なものとしなければらない。

図　1－3－5　がい管

14

　この点を解明し、信頼性のある設計データを得るため、

自然の湿潤状態を再現できるUHV霧中実験設備を横須賀

研究所に建設し、100万ボルト送電用の各種がいしについ

て、汚損時の絶縁性能を詳細に調べた。この結果140万ボル

ト程度までの電圧では、絶縁性能とがいしの長さとが比例

することを確認でき、これらのデータをもとにして、がい

しの汚損設計基準を作成した。

（3）がい管の耐汚損設計

　変電所では、がいしの他に、電圧が高い部分を絶縁する

ために、図1－3－5のようながい管も用いられる。これま

での50万ボルト送電用と同じ形状のがい管を用いると、100

万ボルドではその長さが14．5mにも達する。このため、が

い管の笠の形状を工夫することにより、UHV用がい管が開

発されている。本研究では、このがい管について、汚損時

の絶縁性能を明らかにし、100万ボルト送電用がい管の長さ

は、約20％短い12mで良いことを実証した。

1－4　研究結果の効果

　本研究の実施により、100万ボルト送電線の環境対策お

よび絶縁設計手法を確立することができた。これにより、

第2次ステップにおける概念設計と比較して、

●電線を10導体から8導体に滅らし、

●鉄塔の相聞絶縁間隔を11mから9mに縮め、

●変電所のがい管の長さを20％短縮することができた。

　これらの結果を総合することにより、100万ボルト送電

線の建設費を概念設計と比較して約20％低減することが

できる。すなわち、送電線の長さが200kmの場合のコスト低

減は約600億円と試算される。

　本研究の成果は、東京電力が建設を計画している100万

ボルト送電線の設計に反映されている。

　実証研究は、多勢の研究者が長年にわたって、積み重ね

てきた創造と努力の、総仕上げと言える。これまでの成果

にもとつく予測に十分な自信と責任を持ちつつも、「もし問

詰っていたら」とのスリルも満点であり予測通りの結果が

得られた時の、乾杯の昧もまた格別である。

　しかし、常識や予測と違う結果が得られたとき、「しめた、

もしや大発見では！」と胸おどらせる、基礎研究あるいは

開発研究への新たな挑戦が実証研究に参加した数十名の

研究者にとって、今また始っている。　　　　　　　　⑳
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（NICS）の開発

研究開発本部　原子力情報センター　統計解析担当課長　佐藤　和正

2－1日　システム開発の

　　　　　　　　　必要性及び経緯

1．システム開発の必要性

　原子力発電所の稼動率のより一層の向上

を図るためには、原子力発電所で起り得る

と推測される事故・故障を極力未然に防止

するとともに、事故・故障による停止時間

を極力減少することが肝要である。

　このため、機器の的確な予防保全による

信頼性向上、機器故障の前兆の早期発見、

故障時対策の迅速化など幾多の方策が検討

されているが、これに対する有効な手段は

内外の多くの原子力発電所の運転・保修等

の経験情報を、電算機を駆使して十分に活

落し、同一あるいは類以の事故・故障の発

生を極力防ぐことであり、また万一発生し

た場合は過去の経験情報を生かして迅速に

対処することである。

　原子力情報センター（NIC）では、国内原

子力発電所（32基）の事故・故障情報等は

勿論のこと、米国の原子力発電運転協会

（INPO）のニュークリア・ネットワークシ

ステム（NN情報）や欧州発送配電事業者連

合会（UNIPEDE）の原子力発電情報システ

ム（USERS＞を通じて、海外16ヶ国の原子

力発電所（約236基）で発生した事故・故障

等の情報が直ちに収集されている。

　これらの膨大な経験情報を、当所及び国

内電力各社が容易に利用できるようにする

ため、NIC原子力発電情報システム

（NICS）の開発が推進された。

H．システム開発の経緯

NICは、昭和58年6月に設立され、その年

の10月にNICSの基本計画の検討を開始し

た。昭和59年4月に基本計画として、当所

の大型電算機に内外原子力発電所の事故・

故障情報等のデータベースとこれを活用す

るプログラムを構築すること、電力各社に

設置する端末機より必要に応じ随時文書及

び図面を検索し出力させる機能をもつこと、

計算機に馴じみのない人でも容易に臼本語

で利用し得ること、電力会社相互間でも情

報交換を可能とすることなどが決められ、

そのシステム作りに着手した。昭和59年9

月にNICSの試運用を行い、昭和59年10月

から電力各社への本運用が開始された。

　現在、当所の大型電算機と公衆電話回線

によって結ばれている端末機は、全電力会

社の本店・原子力部の10ヶ所と原子力発電

所の5ヶ所及びNIC内の1ヶ所の合計16ヶ

所である。

2－1－2　NICSの概要

1．ハードウエア構成

　　　　　　　　　及びシステム構成

（1）ハードウエア構成

　NICSのハードウェアの主な特徴は次

の通りである。

（イ）当所の大型電算機をホストとして、全

　　電力会社に設置された端末機器　（パ

　　ソコン及びファクシミリ）と公衆電話

　　回線で結んだネットワークシステムを

　　構成している。

（ロ）電力会社に設置された端末機は、多機

　　能パソコンであり、計算機端末として

　　の一般的機能のほか、ホスト電算機か

　　らの転送データ結果の保存、作表、グ

　　ラフ化も行える。また、ファクシミリ

　　は計算機に記憶された図面の出力に用

　　いられる。

㈲　データベースは多量の情報の記憶が必

　　要なため、NIC専用として2．23ギガバ

　　イト（A4版で223万枚相当の記憶容

　　量）の磁気ディスクを利用しているが、

　　61年3月に更に大容量：記憶装置として

　　光ディスク（A4版で13．2万枚相当の

　　記憶容量）を導入し、イメージスキャ

　　ナから図面並びにFAX情報を入力し

　　ている。

（2）．システム構成

　NICSのシステム構成を図2－1－1に示す

が、この主な特徴は次の通りである。

（イ）情報データを蓄積し、その検索・集計

　　処理を行う「データベースシステム」

　　とNIC及び各社間の情報交換を行う

　　「情報交換システム」の二つのシステ

　　ムで構成されている。

＠　システム全体に日本語のメニュー画面

　　を採用し、電算機の知識がなくとも容

　　易に利用できる。

の　情報は特定の利用者しか出力し得ない

　　よう機密保持されている。

巫．データベースシステムの機能

（1）内外事故・故障情報等の

　　　　　　　　　データベースシステム

　図2－1－1に示したシステム構成の内、現在の

データベースは図2ヨー1に示す各種の情報

が蓄積されている。

　国内の事故・故障情報は、昭和姐年にわ

が国の原子力発電が運転開始して以来、法

や規制に基づいて官庁に報告されたもの総
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てが、日本語で原文のまま入力されている

（昭和61年4月現在887件）。

　海外の情報については、NIC設立以後入

手した運転保守に関するINPO情報翻訳文

（1113件）及びINPO情報の全英文（2106

件）、LER情報（39，347件）、　USERS情報翻

訳（1985年1月からの入手情報199件）など

が入力されている。

　これらの情報の内、国内の事故・故障情

報及びINPO情報翻訳については、43項目

のキーワードをNICで付けており、これを

用いて、分析や評価に必要な資料を得るた

めの検索、分類集計、作図・作表、原情報

・参考図出力などを行うことができる。

　NICSの検索処理機能には、これらの機

能に加えて、既定帳票として、事前に分類

され作表されたものを出力する機能も含ま

れている。

（2）設備データベースシステム

　設備データベースは、国内原子力発電所

の既設ユニット（25基）の工事計画書が入

力され、「設備データの検索・処理システム」

　（現在ポンプ、タービン、発電機の3機種

を対象）と「工事計画書設備仕様ファイル

システム」の2つのサブデータベースから

成っている。

　　「設備データの検索・処理システム」は、

ユニット、機器、仕様項目、仕様内容等の

複雑な検索を可能とし、その結果の表示、

印刷、分類集計、参考図の出力ができる。

　「工事計画書設備仕様ファイルシステム」

は、工事計画書の記載内容を表示及び印刷

するのみの単機能である。

（3）信頼性システム

　信頼性システムは、国内の総ての原子力

発電所について、統一した対象機器を出走

し、それらの機器の型式・仕様等を「技術

データ」として入力しており、現在29基約

4万個の機器が登録されている。

　登録された機器に故障が生じた場合、故

障の原因、状況、影響の範囲等が「機器故

障調査表」として報告される。また、原子

炉運転時間が報告され、これを機器の運転

時間の近似値として用いている。

　機器毎の故障件数を延べ運転時間から、

機器毎の故障率の点推定値および信頼区間

を算出する。

lll．情報交換システムの機能

　情報交換システムは、ホストコンピュー

ターと各電力利用者端末機器を用いた情報

交換、情報伝達を行うシステムである。

　コンピューターを利用したシステムであ

ることから、情報を何度も取り出すことが

でき、更に情報を受け取る側ではコンピュ

ータに保存・蓄積されている文書を目的に

応じて編集することもできる。

　情報を送る側では、一度の入力で複数の

相手に情報を送ることができるなどの長所

がある。

　情報交換の方法として「文字情報交換」

と「イメージ情報交換」の二つがある。

　前者の文字情報交換システムでは、伝え

る情報は文字情報として、端未機よりコンピ

ュー ^に入力するものであり、後者のイメ

ージ情報システムはファクシミリにより図

図2－1－lNiCSのシステム構成

N
薯

C
S

データベース
シ　ス　テ　ム

事隷・、故障虚報
国内事故・故障情報
海外事故・故障情報（NN情報LER、米国プラントス
クラム情報、USERS情報を含む）

’転・三一データー定期検査、定期試験、日常保修等のデータ
フフントパラメ一気ープラント運転中の種々のパラメータのデータ

設備1 aータ フフントの機器、部品の設計データ等の仕様

情報交換
シ　ス　テ　ム

信頼性調査システム

文掌情報交換システム

　・ライブラリー（利用者共有の文書の保存）

　・メールボックス（各利用者宛の文書の保存）
　・個人ファイル（利用者固有の登録のための領域）

（端末機を用いた入出力）

イメージ情報交換シスデム『

（Fax装置を用いた入出力）

原子力事故故障速報

　　　　注）一枠：現在利用可能なシステム

　　　　　　枠なし：将来組み込み予定のシステム
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図2－1－2NlCS利用回数（全電力合計）〔昭和60年4月～昭和61年3月末〕
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面のイメージでコンピュータに情報を入力

し、利用者は必要に応じて、コンピュータ

に蓄積されたイメージをファクシミリ装置

より出力する。

　後者は、端末機よりのタイプインによる

入力の手間が省けるため、至急の情報伝達

及び図面の伝達には極めて便利である。

2－1－3　システム開発の成果

　NICでは、国内外に誇れる情報処理・伝達

システムを目指して、短期間にNICSを開

発して、電力会社への運用を行なった。

　NICS運用開始以降、図2－1－2に示すよう

に電力会社は月平均160回の頻度で活用して

いる。この利用回数の内、70％はデータベ

ースシステムが利用され、25％は文字情報

交換システム、5％はイメージ情報交換シ

ステムが利用されている。

　データベースの利用の度合が多いことは、

国内原子力発電所の事故・故障の末然防止

に大きく寄与していることを示すものであ

る。

　具体的には、電力各社及びNICでは、次の

業務にNICSが活用され成果を得ている。

（1）事故・故障情報の分析・評価

　（イ）過去における事故・故障情報の傾向

　　　分析による予防保全対策

　（ロ）事故発生時の類似事例検索等による、

　　　同種事故の再発防止・未然防止対策

　㈲　過去の不具合事例による設備の改良、

20

表2－1－INICSデータベースに入力されている主な情報

サブデータベース名 入　　力　　情　　報

　1．事故・故障の概要一　一　　一　一　　一　　一　　一　　卿　　．　　一　■　　　　　　　　　　　　　　一　一　一　　一　　．　　一　一　騨　一　冒　　一　一　一

国内事故・故障

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　一　　一@∬．軽微な事象の概要辱鴨卿”讐階一冒一冒一一一一【「騨”■腫層一一一冒囲回一一一一一一一一””鱒髄”ロロー帽一一一一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一r“楠胸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P一

皿．保修等の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　一　　一　一　　一　　一　一　騨　　”　鞠　　卿　縣　一　層　■

hV．　ECCS等の保修の概要
　1．運転経験情報（OPE）一　一　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　一　一一　一　一　■　　　　　　　　　　　　　　　一　　一　　薗　　隔　　一　　一　　一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口

1NPO情報翻訳 皿．運転・保修注意メモ（0＆MR）
冒　冒　冒　一　一　一　一　一　P一　一　一　冒　需　ロ　一　一　一　一　一　一　P　一　一　一　一　曽　一鍾　r　－　闇　一　一　一　一　一　一　一　■　一　ロ　一　一　騨　扁　盟　冒　一冒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　一　　一

PV．重要事象評価情報（SOER）
　　　　　　　　　　　　　　　　一　一一　P層　一　一　一　圏　一　一　一　一　一　【　一　一　昌　一　齢一　噌　胃　o　冒

u．緊急情報（HOT）

　1．OPE一　　一　　一　一　一　　　　　　　　　　　　　　一　8　一　　一　用　　騨　冒　一　　一　一　一　一　一　　一　　一

INPO情報英文
∬．SER

騨　冒　一　一　一　一　一　一　一　一　一一　一　脚　層　一一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　r　噂　一一　一　圏　一　一　一　一　一　一　一一

@皿．0＆MR一　　一　　　　　　　　　　　一　一一　一　一　一一　「　一　卿響　引　一　一　冒　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　一　噌　一　鵯　稠　響　冒＿

@ハ1．HOT

USERS情報翻訳 1．’85年1月以降

LE　R　情　報
∬．’83年4月以降

設備データ 1．2．5ユニットの工事計画書

信頼性データ

　1．故障データー一一一一”輔需一一幽圏一一一一一「閑一．マ。昌騨曽一一一一冒一一一一一曜胴冒一幽一一一一一一一一一”一一一

@H．登録機器数〔個〕
一

　　　新プラント設計への反映、運転マニ

　　　ュアル等の見直し、教育訓練等への

　　　利用

②　機器の信頼度データの把握と海外との

　　比較による信頼度向上対策

（3）NICと電力社間、電力各社の迅速、的確

　　な情報伝達と情報交換

　おわりに、NICSの開発に当っては原子

力情報センターの全員が一致団結し、電力

会社に利用してもらえるシステム作りに創

意工夫をこらし、極めて短期間に、かつ低

コストのもとに達成した。

　このように、本システムの開発運用がス

ムーズに達成できたのは、総務部計算課、

電力計算センター（DCC）をはじめ、富士

通㈱並びに㈱ソフトウェアの開係部署の御

支援御協力によるところ大である。

　今後は、データベースの拡充及び改良を

重ね、更に使い易い利用価値のあるシステ

ムの完成を目指して引続き鋭意努力してい

きます。　　　　　　　　　　　●



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　狛江事業所　事務部　調査役　町田　忠夫

2－2－　1　　目白勺

　昭和26年当時は多くの畑地で囲まれてい

た狛江事業所の周辺も、最近は人家密集地域

に変貌してきており、特に狛江事業所は第：二

種住居専用地域であるため、他事業所より厳

しい地域対応が迫られている。このような状

況において、狛江事業所が研究機関としてこ

の地域で存続してゆくためには、火災・爆発

その他の事故を一度でも起こすことの無い

よう、十分な対策を立て安全を重視した管理

を実施する必要がある。

　近隣の居住者に影響を及ぼす事故等を発

生させないため、狛江事業所においてはこれ

まで全所を挙げて各種の対策を実施し、幸い

これまで事無きを得ているが、事故発生の確

率を低下させて一層の安全を期し、将来にわ

たってこの地域との共存を図ることを目的

として、所内保有の各種危険物を大幅に削減

する方策を提雷し、これを実施に移したもの

である。

2－2－2　内容

　狛江事業所で研究遂行上使用または貯蔵

している危険物は、大別して①石油類、②高

圧ガス、③薬品類の三種類に分類され、これ

ら危険物に関係する法規として次の三法が

施行されている。

（1）消防法（主に石油類および薬品類に関

　連）

（2）建築基準法（主に石油類、高圧ガスおよ

　び薬品類の一部に関連）

（3）高圧ガス法（高圧ガスに関連）

　この三法の、危険物の保有数量に対する規

制には次の特徴がある。

（1）消防法　建物または防火区画毎に危険

　　　　　　物の保有数量が定められてお

　　　　　　り、これを超える場合は届出ま

　　　　　　たは許認可となる。

（2）建築基準法　狛江事業所全敷地に対し

　　　　　　ての保有数量が定められてお

　　　　　　り、これを超える保有はできな

　　　　　　い。ただし、この法律は建物に

　　　　　　ついての法律であるので、地下

　　　　　　埋設された危険物施設は規制

　　　　　　対象外となる。

（3）高圧ガス法建物別、ガス設備間の距

　　　　　　離、配管の共有等に基づく区分

　　　　　　単位毎での保有数量が定めら

　　　　　　れており、これを超える場合は

　　　　　　許認可となる。

　狛江事業所としては前記目的に鑑み、昭和

54年秋より各種方策を実行し、保有危険物の

減量を推進したが、その主な推進事項は次の

通りである。

1．石油類に関しての対策

　狛江事業所の石油類としては、本館および

第五実験棟の暖房用燃料油および燃焼実験

用の燃料油がある。

　一般にボイラーは高温高圧で使用し、比較

的危険度が大きいため、労働安全衛生法関係

の規制が厳しく、毎月の自主点検以外に年1

回の官庁検査が行われ、その維持、保守に多

大の労力と費用を必要とする。

　このことから、石油類に関しては次の対策

を実行し、あるいは将来推進を検討すべく計

画を立案した。

（1）屋外タンクで貯蔵していた本館暖房用

　と燃焼実験用燃料油は、第一次対策として

　地下タンクに収納し、屋外タンクを撤去し

　た（園2－2－1A、　H）。

（2）以後、当所内の建物設置に際しての暖房

　は、全てヒートポンプ方式とし燃料油不要

　とした。

（3）昭和60年度、燃焼実験の終了とともに実

　験設備を解体、撤去し、あわせて実験用燃

　灯油貯蔵地下タンクを廃止した　（図2－2

　－1A、　C、　D）。

（4）本館暖房用ボイラーの老朽化に従い、本

　館へのヒートポンプ方式の導入を図ると

　ともに、将来第五実験棟の暖房もヒートポ

　ンプ方式に切り換えるべく計画を推進し

　ている。

　これらの措置により、54年当時の200分の

1に滅量することができた。

皿．高圧ガスに関しての対策

　所内の高圧ガスとしては、実験用の各種ボ

ンベガスが保有量の大半を占め、その他とし

て冷却用の液体窒素タンクが2基設置され

ていた。また、都市ガスは食堂に配管されて

いるのみで、本館および各実験棟用の燃料と

してはLPGボンベによっていたため、　LPG

ボンベが数多く構内に点在していた。

　これら高圧ガスの保有量を削減するため、

次の舛策を実施した。

（1）各ガスの納入期日（注文から納品される

　までの日数）について納入業者との確認お

　よび研究室への周知徹底を図ったのち、各

　実験室、ボンベ置場での予備ガスの貯蔵は

　原則として禁止した。

（2）所内に設置していた予備ガス貯蔵用の

　高圧ガス貯蔵庫2棟は廃止した（図2－2

　－1G）。

（3）ガスの共用が可能な実験はできるだけ

　第一実験棟へ集中化を図り、同一建物で共
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図2－2－1　狛江事業所における危険物削減個所
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　用配管による使用を推進し、ボンベの本数

　を減らした（図2－2－1F）。・

（4）本館各階の給湯器をLPG用から電気

　湯沸器に変更した。

（5）液体窒素タンクを廃止し、機器冷却用心

　体窒素は容器による定期購入方式に切り

　換えた（図2－2－1E、’J）。

（6）接触燃焼実験用LPGガスの使用を取

　り止め、都市ガス配管に切り換えた（図2－

　2－1B）。

（7）61年度にコンピューターによる全数管

　理を実施し、使用量、使用頻度、その他の

　状況により、共用あるいはボンベの小容量

　化等による減量をさらに推進すべく計画

　を立案した。

　これらの措置により、54年当時の64％に減

量することができた。

皿．薬品に関しての対策

　狛江事業所における薬品類は、多種類のも

のが各実験室に分散して使用・保管され、そ

の実態把握が最も難しい危険物であった。

　これまで狛江事業所においては、薬品につ

いて年1回全数調査を実施し、保有量の確

認、一覧表の整備等を行い、さらに有害薬品

についてはこれに加えて年1回、管理研究室

長による有害薬品カードとの照合を実施し

て、余剰薬品の廃棄による危険物減量を推進

してきた。しかし、この年1回の全数調査の

間の管理としては、有害薬品購入時の薬品カ

ードによるチェックを実施するのみであっ

たため、年1回の全数調査の結果、毎年その

都度、少量の薬品を法規に従って廃棄しなけ

ればならない状況が生じていた。

　このため狛江事業所においては、薬品に関

してコンピューターによる全数管理を実施

することを計画した。ソフトの作成にあたっ

ては、これまでの実態調査により次の条件を

満足するよう考慮した。

表2－2－1　消防法危険物の数量

類 品　　　　名 数量 類 品　　　　名 数量
塩素酸塩類 50kg ぎ酸エステル類 200　2

第
過塩素酸塩類 50k曾 メチルエチルケトン 200　2

一 過酸化物 50kg
第 アルコール類 200　2

類 硝酸塩類
1，000k曾 ピリジン 200　2

過マンガン酸塩類 1，000kg 四 クロールベンゾール 300　2

黄りん 20kg
第二石油類 500　2

第
硫化りん 50kg 類

第三石油類 2，000　石

二

赤りん 50kg
第四石油類 3，000　2

硫黄 100k曾
動植物油類 3，000　2

類 金属粉A 500kg
第 硝酸エステル類 10kg

金属粉B ㌧000kg 五 セルロイド類 150k曾

金属「カリウム」 5kg 類
ニトロ化合物 200kg

第 金属「ナトリウム」 5kg
発煙硝酸 80kg

三
炭化カルシウム
@　　　（カーバイト） 300k牙

第 発煙硫酸 80k牙

類 りん化石灰 300kg クロールズルフォン酸 80k曾

生石灰 500k曾
六 無水硫酸 80kg

特殊引火物 50　2 濃硝酸 200k曾
第四

第一石油類 100　2
類
濃硫酸 200kg

類
さく酸：エステル類 200　2 無水クロム酸 200k曾

　すなわち、薬品保管場所としての実験室数

は50室以下とし、そこで保有する薬品数は最

大350種以下、薬品の区分は6種（毒物、劇

物、特定化学物質、有機溶剤、消防法危険

物、一般薬品）に限定する。特に消防法危険

物については、その保有量が、届出不要の限

界数量（表2－2－1に示す数量の5分の1）を

超えないことを確認するため、上記限界数量に

対する保有量の割合（保有率）を出力させ常

時チェックできるようにした。

　薬品のコンピューター管理の実施にあた

っては、購入・譲渡・流用・廃棄等の都度、

コンピューターへの入力が確実に実行され

るようルールを確立し、関係者全員に周知し

た。

　この方式実施以前の薬品類の整理・廃棄

と、コンピューター管理による余剰薬品の廃

棄等により、薬品類は54年当時の60％以下に

減量することができた。

w．成果

　これまでに実施した危険物の各種減量対

策によって、所内の危険物量は対策推進前に

比べて合計で20分の1以下に減量すること

ができ、狛江事業所における危険度もそれだ

け減少したものと考える。しかしながら、狛

江事業所における危険物の減量という問題

は、現在推進途中であり、これに関しての問

題点はまだ多く堆積じている。したがってこ

れからも電力およびエネルギー両研究所の

協力を得た上、さらに強力に推進して行き

たいと考える。　　　　　以上

（狛江事業所担当理事千秋信一付記）

　なお今回の表彰は、狛江事業所における各

種危険物の削減方策の提言のほか、放射線管

理の厳正化、安全関係内規の整備、防火管理

の徹底等に対して行われたものであるが、最

も問題点の大きい危険物の削減についての

み述べたことを付記する。　　　　　　●
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　　　　開発とその耐久性の実証
　　　　エネルギー研究所　環境部　一価環境研究室　福沢　久　小沢　靖

2－3－1　研究の目的

　クリーンな燃料である液化天然ガス

（LNG）を使用してガスタービンと蒸気タ

ービンを組合せて発電する、いわゆるLNG

複合発電においても、ガスタービン燃焼器で

LNGを燃焼する際に、空気中の窒素（N2）

と酸素（02）が高温域で反応して窒素酸化物

（NO。、サーマルNO．）を発生する。このた

め、同発電プラントに排煙脱硝装置を付設し

てNO。を10ppm程度に低減している現状

である。

　近年、新しいNO。低減技術として国内外

で注目されている触媒の酸化促進効果を利

用する接触燃焼法によればNO、の発生を10

ppm程度に抑制できる可能性があるので、

その実用化を目標として研究開発が進めら

れている。研究開発上の当面の最重要課題は

長時間使用可能な触媒の開発であり、日本お

よび米国の各研究機関でその開発が競われ

ている。

　本研究は接触燃焼法のLNG複合発電プ

ラント・ガスタービン燃焼器への適用を目標

に、接触燃焼用の高性能・高耐久性触媒の開

発を目的として実施された。

2－3－2　研究の内容

　LNG用接触燃焼器の概念図を図2－3－

1に示したように、接触燃焼法は、図2－3－

2に例示する触媒を内蔵した燃焼器へ燃料

と空気の混合気を通じ、触媒の酸化効果によ

って燃料を無炎で燃焼させる方法である。以

下に本研究の内容を紹介する。

1．接触燃焼の特徴

プロパンおよび天然ガス（都市ガス）の接

図　2－3－1　接触燃焼器の概念図
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図2－3－2　燃焼試験を行った各種の触媒

触燃焼試験の結果、

i．通常の炎燃焼では燃料が高温の火炎内で

　完全酸化されるのと比較して、接触燃焼で

　は触媒の働きによって低温度で燃料の完

　全酸化が可能であり、かつ、燃焼ガス温度

　の均一性が高い。

ii．燃焼温度は燃料と空気の混合比を変化さ

　せることによって、容易に調節できる。

iii．　NO。生成量は燃焼温度の上昇とともに増

　加するが乱極微量である。

iv．未燃炭化水素（UHC）はほとんど残存せ

　ず、一酸化炭素（CO）の生成も微量である

　ことから、燃焼効率がほぼ100％と高い。

v．触媒の単位容積当りの燃料の燃焼可能量

　（容積燃焼率）は常圧下においても大き

　く、かっ圧力の上昇とともに増加すること

　から、燃焼器の小型化が図れる。

などの接触燃焼の特徴が明らかになった。ま

た、各種ガス燃料の接触燃焼の容易さは、

　メタン、天然ガス〈プロパン＜一酸化炭素

　く水素

の順に高くなることも明らかになった。

∬．試作触媒の初期性能

　接触燃焼用触媒として具備すべき条件と

して、

i．耐熱温度性、耐熱衝撃性に優れているこ

　と。

ii．圧力損失が小さいこと。

iii．耐燃焼振動性に優れていること。

iv．広範な燃焼条件下で高性能、かつ長寿命

　であること。

などが挙げられる。

　本研究では、上記の観点を考慮して耐熱性

セラミックスのハニカム担体に活性成分を

担持した約200種類の触媒を試作し、その初

期性能をプロパンの常圧燃焼試験によって

評価した。燃焼試験結果の一例を図2－3－3

に示したように、白金（Pt）、パラジウム

（Pd）、ロジウム（Rh）などの貴金属触媒は

燃焼温度1，000～1，500。 ﾏで、UHC残存濃度

Oppm、　CO生成濃度0～6ppmの高い初

期性能を示した。さらに、NO。生成濃度は

1，400～1，500℃で7～12ppmであったが、

1，300℃以下では7ppm以下であった。数多

くの金属酸化物触媒の中で、コバルトおよび

クロムの酸化物触媒は最も優れた初期性能

を示したが、その性能は貴金属触媒よりも著

しく低かった。また、貴金属と金属酸化物を

組合せた貴金属系触媒は貴金属触媒とほぼ

同程度の高い初期性能を示した。

欝研レビューNo．14灘25



　また、貴金属触媒および貴金属系触媒はい

ずれも、プロパンよりも著しく化学的反応性

の低いメタンを主成分とする天然ガスの燃

焼試験において高い初期性能を示した。しか

し、これらの貴金属（系）触媒の中でも、パ

ラジウム（系）触媒は最も優れた安定燃焼性

を示すことが明らかになり、同触媒がLNG

の接触燃焼用として最適であると考えられ

た。

皿．担体の耐熱性

　接触燃焼用触媒の開発に際して、触媒材

料、とくにセラミックスのハニカム担体の耐

熱性（耐熱温度、耐熱衝撃性など）は重要な

検討課題となる。すなわち、担体の耐熱温度

が低いと高温下で使用できず、また耐熱衝撃

性が低いと割れを生じ、触媒の継続使用が不

可能になる。このため、ハニカム担体に白金を

担持した触媒によるプロパンのDSS（Daily

Start　Stop）常圧燃焼試験を行い、担体の耐

熱性について予備検討した。

　その結果、燃焼温度1，100℃、DSS72回（延

べ燃焼時間：500時間）および1，300℃、DSS

26回（延べ200時間）のいずれの試験におい

ても、触媒は安定な燃焼状態を持続し、試験後

触媒にはクラックや割れの発生および変形

がみられなかったことから、担体は優れた耐

熱性を有していることが確認された。

　しかし、1，500℃での5回目のDSS試験

（延べ25時間）において、触媒が割れ、かつ

欠け落ちたため、以後の試験は継続できなか

った。今後、1，500℃の超高温下でも長時間使

用可能なハニカム担体の開発が待たれると

ころである。

W．高性能・高耐久性触媒

LNGの接触燃焼用として試作したパラ

ジウム触媒の性能および耐久性を評価する

ために、燃焼温度1，300℃での天然ガスの連

26

続的常圧燃焼試験を実施した。

　試験中の燃焼器内温度と燃焼ガス性状の

経時変化を図2－3－4に示したように、燃焼

器内の燃焼ガス温度はほぼ一定であったが、

触媒層温度は試験時間の経過とともに低下

する傾向であった。触媒層温度の変化傾向か

ら、供試触媒による天然ガスの燃焼反応は、

試験開始（あるいは再開）直後には触媒層で

の接触酸化反応のみで完結したが、試験時間

が経過すると、低温度の触媒層での接触酸化

（あるいは接触分解）反応と触媒層下流での

気相酸化反応とによって完結したと考えら

れる。この燃焼反応から、低温度の触媒層で

容易に気相酸化される反応中間体が生成し

曾
＆

》

騨

8

ぞ
＆

と

興

6
Z

100

30

ている可能性があると考えられる。また、触

媒層の低温化によって、触媒の性能、耐久性

に対するシンタリング現象などの熱的影響

が著しく緩和されると考えられる。

　図2－3－4から明らかなように、供試触媒

は広範な条件下において、NO。生成濃度3～

8ppm、　CO生成濃度0～6ppm、　UHC残

存濃度0～2ppmの安定な燃焼状態を

5，000時間持続した。試験後触媒には、一部に

クラックの発生がみられるものの、割れや変

形はみられなかった。また、図2－3－5に例

示したように、試験前後において触媒の表面

状態が変化するとともに、触媒の比表面積は

約90％減少していた。

図2－3－3　貴金属触媒の初期活性
0

（注）未燃炭化水素（UHC） 触媒寸法82．0φ×75．9mm

0

は全く生成しなかった。 　　　　（2．8mmセル）
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図　2－3－4　天然ガスの接触燃焼試験結果
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　以上のように、天然ガスの常圧燃焼試験に

おいて、触媒性状変化を生じるものの、供試

触媒は触媒層下流での気相酸化反応を伴う

接触反応を励起して、長期間、高性能かつ高

耐久性を示すことが確認された。すなわち、

供試触媒はLNGの接触燃焼用として、長時

間使用可能な触媒であると考えられる。

2－3－3　研究成果とその寄与

　本研究において、接触燃焼法の特徴とし

　　　　2000　　　　’　　　　　　　　　　　　3000

　　　　　　経過時間（hrs）

て、燃焼効率が高く、燃焼器の小型化が図れ

る新しい低NO。燃焼法であることを明らか

にした。また、国内外に先がけて実施した天

然ガスの長期燃焼試験で、試作触媒がLNG

の接触燃焼用として長期間使用可能な高性

能・高耐久性触媒であることを実証した。こ

の成果により、接触燃焼法の実用化が一歩前

進した感がある。

　接触燃焼法の実用化に際しては、触媒の改

良、担体の大型化と耐熱性、加圧燃焼下での

4000 5000

触媒性能、実機への適用技術および実規模燃

焼器による実証試験、などについて、今後、

さらに検討しておかねばならないが、試作触

媒の性能に基づく接触燃焼器の開発が待た

れる。

　接触燃焼法をLNG複合発電プラント・ガ

スタービン燃焼器へ適用した場合、排煙脱硝

装置の節減によるコストの低減化に寄与す

ることが期待される。　　　　　　　　　○

図　2－3－5　燃焼試験前後における触媒表面変化
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2－4断層内物質を用いた断層活動時期の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評価手法の開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土木研究所　立地部　地盤地質研究室　金折　裕司

2－4－1研究の目的
　原子力発電所などの重要構造物の位置選

定、および安定性の検討段階において、構

造物に対する地震入力を検討する基礎資料

とするため、その基礎および周辺に分布す

る断層の活動性評価が必要となる。これま

で、この評価方法として、（1）空中写真を用

いて地形形態を調べたり、②第四紀層と断

層との関係を調べたりする方法が用いられてき

ているがこれらの方法はいずれも間接的で

あり、かつ適用範囲が限られており、これら

の方法を適用できない断層もある。そこで、

あらゆる断層に普遍的に適用できる方法の

開発が急務とされた。

　これまで当所では、ダム、水路トンネル、

発電所などの電力構造物の基礎調査を通じ

て、断層はその規模の大小にかかわらず常

に“断層内物質”を伴っているという知見

を得ており、これらの基礎の安定性の検討

に重要な物質であることを明らかにしてき

た。この断層内物質は、粘土や角礫などから

構成されており、断層の活動によって生成し、

その後風化・変質および再活動を受けて形

成されたものである。したがって、この断

層内物質の性質に注目し、断層内物質を分

析・解析することにより種々の性質を明ら

かにすることができれば、断層の活動時期

に関する資料を得ることができることにな

る。この観点から、断層内物質を手がかり

として断層活動性評価手法の開発に関する

研究を行った。

2－4－2　研究の内容

　断層内物質の分析・解析をする上で図2

－4－1に示す流れ図を新たに考察し、それ

に従って断層内物質の分析・解析を行い、

以下の性質を解明した。

　1．断層内組織

　2．粒度組成

　3．鉱物・化学組織

　4．断層内石英粒子の表面構造とESR

　　　年代

　次に、各々について分析・解析法を述べ

るとともに、その結果明らかになった断層

活動との関係を述べる。

1．断層内組織

　現地で不掩乱の状態で採取してきた断層

内試料を肉眼や拡大鏡、軟X線撮影装置で

内部組織を観察する。

　断層内組織の違いから断層が生成した時

の破壊条件が流動破壊であったか、ぜい性

破壊であったかを調べることができ、断層

の生成深度の目安を知ることが可能となっ

た。また、岩盤との：境界面に存在する細粒

のフィルム状粘土を詳細に調べることによ

って断層の最新の活動時期に関する資料も

得られる可能性がある。

皿．粒度分布

　断層内試料について、日本工業規格（JIS）

に基づき粒度分析を行う。粒度分析結果か

ら、粒度一加積曲線を作成する。

　粒度　加積曲線のピークの位置、分散等

に注目すると、新しい断層ほど粗粒側1ヒシ

ャープなピークを持ち、風化・変質が進行

していくにつれ分散が大きくなり、古い断

層では細粒側にピークを持つようになる。

また、2つのピークが認められるものもあ

り、：再活動や母岩からの粒子の混入を示唆

する。このように断層内物質の粒度分布曲

線は断層の活動時期や断層内の風化・変質

の程度に関係していることがわかる。

皿．鉱物・化学組成

　粒度分析により分級された試料のうち、

2μ以下についてはX線回折装置を用い鉱

物組成を調べる。同時に分級された各々の

試料について螢光X線分析装置を用い化学

分析を行い化学組成を調べる。

　鉱物組成は、断層内物質の強度や風化・

変質の程度に関係していることが明らかに

なり、風化・変質の進んだものほど母岩に

含まれない粘土鉱物を多く含んでいる。断

層内における風化・変質による物質の移動

を評価することを目的として実施する。

W．断層内石英粒子

断層内訳質には、母岩中の石英が断層活動

時に破断され形成された石英粒子が普遍的

に存在する。この石英粒子に着自して、断層内

物質から石英粒子を選別し、走査型電子顕微

鏡（SEM）を用い、2次電子像による微

細な表面構造を調べる。精度良く分類する

ための一つの手段として電子ビームを受け

ることにより得られるカソードルミネッセ

ンス像を調べるために、新たに装置を改良

した。また、同じ石英粒子を試料として電子

スピン共鳴法（ESR）によりESR年代を

調べる。カソードルミネッセンス像による分

類、ESR年代測定については、現在研究中

であり、ある程度の見通しが得られている。

表面構造

　断層内石英粒子の表面構造は、それぞれ

28



図2－4－1　断層内物質の分析・解析流れ図とその解析目的

　SEM：走査型電子顕微鏡

　ESR：電子スピン共鳴法
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の断層に特有な構造を持っている。これら

の表面構造は変化に富んでおり、　その表

面の滑らかさ、起状の程度、空洞の発達状

態から判断して、単純な構造を示すものか

ら次第に起伏が大きくなり、さらに空洞を

生じるような複雑な構造を示すものである。

これら石英の表面構造を次のように分類する

ことができる（図2－4－2）。これは断層運動の

際に石英が破断して表面が鋭くとがった状態

になり、その後風化などの影響を受けて表面

がなだらかになったり、空洞が発達するこ

とを利用したものである。

　1類は石英粒子の表面が滑らかな面を持

つこと、II類は部分的に滑らかな面を持つ

こと、III類は滑らかな面を完全に持たなく

なり、起伏が大きいこと、そしてIV類は著

しく空洞が発達していることにより特徴づ

けられる。この分類のうち、新しい活動時

期を知る場合には、特に起伏の程度の小さ

い1類に属する表面構造が重要となってく

る。そこで1類に属する表面構造をさらに

その特徴により、Ia、　Ib、　Ic類の3つに

細分した。

　活動時期を調べようとする断層内の石英

粒子の表面構造をSEMで観察し、上記の

分類基準に基づいて、各粒子の表面構造を

分類し、統計処理することにより、対象と

する断層の活動時期の相対的時期を知るこ

とを可能とした。

2－4－3　研究の成果

　特定の断層を対象として、以上に述べて

きた断層内組織、粒度組成、鉱物・化学組

成、断層内石英粒子を調べることにより、

断層内組織からは破壊条件等の情報、粒度

組成と鉱物・化学組成からは断層内物質が

受けてきた風化・変質の程度および断層が

生成してから置かれてきた環境を調べるこ

とができる。特に断層内石英粒子を調べる

ことにより、その微細な表面構造の違いか

らは、断層活動時期の相対的新旧を知るこ

とができる。

　自然現象は複雑であるため、断層内物質

の一つだけの性質を取り扱って、断層の活

図2－4－2　石英粒子の表面構造

第1類 ×900　第皿類 ×900
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動性を評価するのではなく、上述した種々

の性質を分析・解析することにより、総合

的に断層の活動時期を調べ、断層活動性評

価を行うことが重要である。

　この断層内物質を用いた断層活動性評価

手法は、我国における著名な大規模断層の

うち、当所で詳細に断層露頭調査を行い分

布・性状を解明してきている中央構造線紀

伊半島西部地域および四国北東地域、跡津

川断層、梶尾谷（温見）断層などから系統

的に採取された断層内物質に適用され、こ

れらの大規模断層の活動性評価に関する資

料を得てきている。

　また、実際に電力各社の原子力発電所立

地地点に分布する中小規模断層について、

この断層内物質を用いた評価手法が適用さ

れ、これらの断層の活動時期に関する資料

を得ており、活動性評価に成果をあげてき

ている。多くの立地地点において、原子力

発電所設置許可申請書の中の断層活動性評

価における基礎資料として利用され、審査

の促進に寄与している。

　今後、この手法を多くの地点の断層活動

性評価に適用することにより、手法の有効

性を確認するとともに、事例研究を蓄積す

る予定である。

　さらに、当所立地部では断層内の石英粒

子を用いて、断層活動時期の絶対年代を測

定する研究を進めており、本手法と併せて、

断層活動時期の精度向上を計る予定である。

　最後に断層活動時期を明らかにするため

には断層内物質の解析が必要であるという

アイデアは当土木研究所の緒方正慶立地部

長によるところが大きい。鉱物分析は角田

隆彦課長、粒度分析は宮腰勝義氏、断層内

組織は猪原芳樹氏との共同研究による成果

である。断層内石英粒子の絶対年代測定は

田中和広氏が実施しており、参考データを

提供して頂いた。各手法の総合評価につい

ては、佐竹義典氏との共同研究によるとこ

ろが多い。本手法の開発はここに記した諸

氏および協力いただいた多くの方々との共

同研究の成果が結実したものである。ここ

に記して謝意を表したいρ　　　　　　●
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2－5交流電界の実験動物への無害性実証研究
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生物研究所　緑地部　動植物研究室　根岸　正

2－5－1　研究の背景と目的

　送電線からは50ヘルツ、あるいは60ヘル

ツの交流電界が発生するが、1960年代半ば

に電界有害説がソ連より発表され、これを

機として、欧米を中心に活発な研究が進め

られている。研究の内容は代謝、発生、内

分泌、神経、行動、繁殖など、多岐にわた

っており、実験に供試される動物もマウス

やラットなどの小動物から、ウシ、ウマな

どの大動物にまで及んでいる。

　そして、研究の進展に伴い多数の報告が

発表されてきたが」同様の実験を行なって

も結果が一致しない場合が現われ、実験方

法や課電設備の見直しを行なうと共に、結

果に不一致の見られる分野、例えば、成長

や繁殖に関する研究の進展が急務となった。

　本研究はこの様な背景を基に、交流電界

が成長や繁殖に有害な影響を与えるか否か

噛明らかにする目的で実施した。

2－5－2　研究の内容

1．課電設備

　本研究で使用した課電設備は北海道大学

と生物研究所、および電力研究所との直流電

界影響に関する共同研究の成果の一つとして

開発されたもので、接地電極を兼ねた金属性

の半球状金属ケージと円盤状の課電電極と

から構成されている。（図2－5－1）

　従来、この分野では課電、接地電極に平

行極板を使用し、供試動物はプラスチック

ケージに収容する方式が用いられているが、

プラスチックケージ内面が供試動物の糞尿

などで汚染されると、所定の電：界が動物に

かからないことが上記共同研究で明らかと

なった。一方、新しく開発された金属ケー

ジは動物の居住部が接地電極を兼ねている

ため、ケージ内面の汚染があっても電界が減

衰しない利点がある。しかし、この金属ケー

ジでは動物の飼育環境として重要な保温、保

湿効果がなく、特殊な形状からくるストレスの

心配も懸念されたが、当所ではケージ底部

に断熱材を使用することなどにより、一般の

プラスチックケージと同様の飼育結果が得

られることを血振実験の前に明らかにした。

巫．電界強度

　実験動物を用いて得られた結果からヒト

への影響を推定するためには動物にかかる

電界強度をヒトの場合と同様にする必要が

ある。ヒトが2足歩行するのにたいし、実

験小動物は4足歩行をするため電界のかか

りかたが異なり、同じ電界内ではヒトが

より強い電界の集中を受けることが知られ

ている。このため、実験動物と人間の電界

の集中に関する比較研究を参考として通常

の送電線下の電界より約8倍強い25kV／m

の電界強度を決定した。

匝．実験方法の改良

　成長、繁殖に関する試験法は医薬品や食

品添加物の安全性確保の観点から検討が進

められ、現在ではかなり厳密な試験法が確

立している。特に、繁殖試験法は親から子、

子から孫への影響を明らかにすることが目

的の一つであり多世代試験法という繁殖試

験法が一般約に用いられている。この多世

代試験法は親の血液から母体中の胎仔へと

胎盤を移行する可能性のある物質には催奇

形性を明らかにすることができる点で適し

た試験法であるが、一回の繁殖（交尾、妊

娠、出産、哺育）の期間が実験小動物でば

短いため、長期間にわたる電界への暴露影

響を明らかにすることはできない。そこで

この点を改良するため、実験処理群の雄親

と雌親のペアを決め、この親どうしに複数

回繁殖させる試験法を考案し、実験に用い

た。マウス、ラット、ハムスターなどの出

歯類は3経産から4経産目にかけて自然に

繁殖能力が低下するため、この試験法を用

いることにより催奇形性の有無だけでなく、

ストレスが原因となる繁殖能力の低下の有

無をも明らかにすることができる利点を有

している。

2－5－3　研究の成果

1．成長への影響

　供試動物にはマウスとゴールデンハムス

ターを用い、電界の暴露を離乳直後（3週

令）と性成熟期（8週令）という2つの異

なる発育ステージで開始し、その後の体重

変動、臓器の異常の有無と重量の変動、血

液中の血球数や各種酵素の変動を調査した

が雌雄ともに影響はみられないことが明ら

かとなった。

皿．繁殖への影響

供試動物にはゴールデンハムスターを用

32



図2－5－1課電設備
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い、前述の試験法で実験を行なった。まず、

実際の繁殖開始前に性周期に影響を与える

か否かの検討を行なった。性周期の発現は

視床下部、下垂体前葉、性脳腺から分泌さ

れる各種ホルモンの複雑な支配下にあり、

この3者のどこが影響を受けても性周期が

乱れたり、性周期が起こらないことが知ら

れている。暴露開始後、毎B検査を行なっ

たが1ヶ月間経過しても、性周期は4日の

サイクルを維持し、性周期の乱れは全くな

いことが明らかとなった。

　こののち6ヶ月間の連続暴露の間に母獣

の休養期間を置きながら3回繁殖を行なわ

せ、母獣の繁殖能力の指標である交尾、妊

娠、出産、出産仔数、仔の性比、新生仔生

存率（出産後4日目まで生存していた出産

仔の割合）、哺育率（出産後3週令まで生存

していた出産仔の割合）について詳細な調

査を実施したが、全ての項目で影響は認め

られなかった。また、3回目の繁殖能力の

低下も比較対照とした無調電の群と同様で

あった。一方、出産仔についてみると出産

仔全例に奇形の発生は観察されず、出産後

の仔の発育、成長（図2－5－2）、反射機能の獲

得なども正常であり3回の繁殖を通じて影

響はないことが明らかとなった。以上の全

実験は全く同様に2回繰り返して実施した

が、2回目の実験においても電界の影響は

認められなかった。

2－5－4　むすび

　今回実施した一連の研究により、　実用

電界程度の交流電界は実験小動物の成長、

繁殖には影響を与えないことが明らかとな

った。しかし、　IIの電界強度の項で述べ

たように、ヒトと今回の実験で使用した醤歯

類ではその形態にもとづいて電界のかかり

かたが大きく異なり、また固有の生理も異

なるため、ヒトに近縁の霊長類動物も含む

多種類の実験動物での結果を総合して、人へ

の影響評価を行なう必要がある。

　終わりに、本研究を遂行するに当たり終

始有益な御助言をいただいた北海道大学工

学部　松本伍良教授、同大学医学部　加藤

正道教授、当所　中村宏生物研所長に深

謝するとともに、当所電力研究所　西山文

彦、当所生物研究所　志賀陽一、同　重光

司、同　西村泉の各氏の御協力を頂いた。

記して謝意を表わしたい。　　　　　　　⑳
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図2－5－2　繁殖第3回目の出産仔（雄）の体重、飲水、摂餌量の変動　黒丸は暴露群、白丸は対照群をあらわす。
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2－6ケーブルの地絡・短絡時における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　アーク現象の解明と対策

横須賀研究所　試験研究部　大電流研究室　砂辺　欣也

2－6－1研究の背景と目的

　近年、産業規模の増大、人口の都市集中化

等に伴なう電力需要の増大に対処するため、

電：カケープルの大容量化が図られ、積極的に

都市内ケーブル送電が推進されてきた。ま

た、オイル危機を契機に、低損失化ならびに

縮小化による低コスト化を図るべく、新形ケ

ーブルの研究・開発が鋭意行われてきた。こ

のように、開発された新形ケーブルが実用に

対して、十分な長期性能を有しているかどう

か、その信頼性を検証するために、当所にお

いて長期課通電試験が行われ、その結果、良

好と判定されたものが実用に供されてきた。

しかし、実用中には、第三者による過失など

の外傷により、このようなケーブルに万一、

損傷や地絡が発生しないとも限らない。その

ため、地絡に伴なう諸現象を十分に把握する

とともに、万一の場合にも影響が他に波及し

ないための対策を予め確立し、具体的に措置

しておくことが肝要である。

　このため、当所では、所内の大容量短絡発

電機を用いて、ケーブルが実際に使用される

系統で、最も過酷な条件を想定した地絡・短

絡試験を実施し、種々の対策の有効性を検証

してきた。

　本稿は、電力ケーブルに関するそれらの研

究結果を体系的にとりまとめたものである。

　　　　　　ケーブルの地絡・短絡

2－6－2対策に具備すべき条件

　通常、都市部の電力需要の担い手であるケ

ーブルは、その重要性から十分な長期安定性

を検証し、十分な配慮のうえで実用に供せら

れていると言っても過言ではない。しかし、

第三者による過失など外的条件により、ケー

ブルが損傷を受けることなどが考えられる

ため、トラフや管路、コンクリートボックス

など種々の防護物で保護されている。これら

の防護物に対しては、このような外的条件に

対して持たねばならぬ性能の他に、いざ：地絡

・短絡が発生した時の諸現象に対する性能

をも具備せねばならない。というのも、も

し、不幸にして、ケーブルの故障が地絡・短

絡に発展した場合、そのアークエネルギーによ

りケーブル内に圧力上昇が生じ、条件によっ

ては、防護物内の圧力が病数気圧以上に達す

ることも考えられるからである。このため、

防護物を適切に保護するためには、圧力上昇

を適切に抑制することが必要である。そのた

めには、①圧力上昇のもとになるケーブル内

アークエネルギーそのものの抑制、②アークエ

ネルギーが周囲媒体を加熱する割合の低減、

図2－6－1電極機のアークによる温温量

ヂ

　董
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・に

よ．

る，
ド電．

極’

機
の
溶
損
量

③適切な総懸対策の導入、などの対策が考え

られる。これらの対策のほかに、実用化に際

しては、さらに、施工性、保守・点検の容易

性、コスト、ケーブルの熱的挙動、電磁力対

策などの検討も加えられる必要がある。

　　　　　アークエネルギーと圧力

2－6－3　抑制対策

1．アークエネルギーに影響する因子

　密閉された空間内に万一アークが発生す

ると、アークエネルギーにより、絶縁物や空気

などの周囲媒体が加熱されて圧力が上昇す

る。アークエネルギーはアーク電圧と電流、お

よびその持続時間に比例して増加するため、

圧力上昇を抑制するにはこれらの要因を低

減する必要がある。このうち、地絡電：流持続

時間は一般に、系統構成、系統運用および地

絡・短絡位置で定まり、高性能遮断器や将来

通過電気量』＝ア「ク電流米時盟
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的には、高速度二流装置の開発などの対策が

考えられる。

皿．アーク電圧に影響する因子

　アーク電圧は、周囲媒体の種類、圧力、電

流値等で定まる。圧力に関しては、圧力が高

いほどアーク電圧も上昇するため、液体や気

体を絶縁体として使用する場合には、加圧圧

力が低いほどアークエネルギーを低減できる。

（1）溶融金属の影響

　アークに金属蒸気が混入すると導電性が

良くなるため、アーク電圧は低下する。した

がって、アークが電極材を溶融・蒸発させる

と自らの電圧を低下させて、アークエネルギー

を抑制することになる。図2－6－1に通過電

気量（アーク電流×時間）と電極溶損量との

関係を示す。最初、電極材を融点近くまで温

度上昇させるエネルギー分が必要であるが、通

過電気量がそれ以上となれば、ほぼ、通過電

気量に比例して電極が溶損し、金属蒸気を発

生させることになる。溶損量の材料による相

違では、鉄とアルミニウムはほぼ同じである

が、銅はそれより2～3割多い。

（2）アーク直径の影響

　アーク電圧はアーク半径が小さいほど増

加し、逆に周囲空間が広いほど低下する性質

がある。そのため、絶縁材料およびケーブル

外被が溶け易いほどアーク直径が太くなり、

アーク電圧が低下し、エネルギーを低滅させる

効果がある。

皿．圧力上昇の時間的変化と抑制対策

（1）ケーブル外被の強度

　アークエネルギーによる圧力上昇過程は、ア

ーク周辺の構造材が密閉されている場合と、

放圧機構を有する場合とで異なる。地絡直後

には、アークがケーブル内部に密閉されてい

るため、絶縁直中アークとして取り扱える

が、アーク熱でケーブル外被が穿孔した後

は、アークは大気との混合アークとなり、ケ

ーブル圧力は防護物内に広がる。穿孔する時

のケーブル内圧力上昇値が低いほど防護物

内圧力上昇も低減できるため、穿孔するまで

の時間を早めることも一対策となる。このた

めには、ケーブル外被の肉厚や材質を選択し

て、強度を適度に低めること、アークで溶損

し易い材質を使用することなどの対策が考

えられる。しかし、強度に関しては、外傷に

対する防護強度の観点からの十分な配慮が

必要である。したがって、材質と板厚に関し

ては、構造形状等も加味して総合的に判断す

ることが重要となる。

（2）ケーブル内発生圧力

　ケーブル内発生圧力は、ケーブル外被が穿

孔する直前までにケーブル内で消費される

アークエネルギー、ケーブル内容積、ケーブル

外被の膨張量および絶縁材の圧縮量などに

より定まる。

　アーク電圧および絶縁材の気化エネルギ

ーを一定として試算するとアークエネルギー

図2－6－2　ケーブル内圧力上昇の試算例

⑤

）

団

3
「＼

1

0

発生位相　ψ＝一90度

　　　ケーブル外被強度A
刷■■墜●脚■闘幽レ　　欄■■■■D　朝■■剛■P　朝脚■關疇　　劇繭開■■曝　　棚鴫幽日繭陰　朔■●■●　　●脚鵬鴎レ　　醐■幽■■旨

　　ケーブル外被強度B
醐幽幽■　の鴫■關膨　鰯■剛■勝　　瑠■■繭■　掴繭剛D　鯛■幽繭9　劇■0●

＼

＼
＼

＼　＼
　　＼　　＼

　　　＼
　　　　　＼

ミ、

、　　　　破壊しない場合

　　　＼、ここ≒」＿

ψ＝0度

0
地絡発生からの時間（t）

36



Ea（J）とケーブル内発生圧力P（気圧）との

関係は次式で表わされる。ここに、係数Kは

具体的なケーブル寸法で定まる値である。

　　P空K≠E五

　上式によれば、圧力はエネルギーのほぼ平方

根に比例して増大することになる。実際の地

絡の場合には、アークエネルギーは地絡発生位

相と時間の関数となる。上式をもとに計算し

たケーブル地絡時のケーブル内圧力の時間

的変化の例を図2－6－2に示す。内部圧力

は発生位相が0度と90度とで大きさに差が

あるものの、時間とともに増大し、外被強

度に達すると外被に穿孔が発生し、ガスを

放出するため、ケーブル内圧力は急速に低

下する。

（3）圧力上昇抑制対策

　以上の結果を総括し、アーク電力およびア

ークエネルギーと圧力上昇の関係を図2－6－

3に示す。

　アークエネルギーのうち、圧力上昇に変換さ

れる割合は一般に50％前後であるが、その割

合は周囲条件により相違する。残りのエネル

ギーは、ケーブルや防護物など周囲の機材に熱

伝達され、圧力上昇を抑制する。したがっ

て、防護心材として、熱吸収性の良い耐熱機

材を使用することも、圧力上昇の抑制に寄与

できる。防護物に放圧機構がある場合には、

その圧力が動作圧力に達するとガスが外部

に放出され、内圧は大気圧程度にまで低下する。

　　　　　　電磁力によりケーブル

2－6－4　に働く力

　機器の故障に起因して、ケーブルに短絡電

流が流れた場合、他相の電流により発生する

磁界と自己電流との相互作用により、ケーブ

ルには非常に大きな電磁機械力（以下電磁力

と呼ぶ）が働く。この電磁力にケーブルその

他の付属設備が耐えることが必要である。

　発生する電磁力は、ケーブル配置、短絡電

図2－6－3　アーク電力と圧力上昇との関係
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流、短絡発生位相などで変わる。代表的なケ

ーブル配置として、図2－6畷に示す二種に

ついて、ケーブルに働く電磁力を試算すると

下記のようである。

1．三相並列配置の場合

　三相が羅列に配置して布設されたケーブ

ルに、三相短絡電流が流れた場合、各相ケー

ブルに働く電磁力の最大値は、図2－6而に

示すように、短絡発生位相により変化する。

その方向は、ケーブルを含む面上で、ケーブ

ルと直角方向になり、両外側のケーブルに働

く力は常に外側方向に向う。また、中側に位

置したケーブル（申相ケーブルと略称）に働

く力は、短絡発生位相により、左側または右

側方向に変化する。

　最も大きな電磁力は、中相ケーブルに発生

する。

H．三相誤認配置の場合

　三相欝積に配列して布設されたケーブル

に、三相短絡電：流が流れた場合、各相ケーブ

ルに働く電磁力は、短絡発生位相により変化

し、最も大きな電磁力を発生するのは、短絡

電流の直流分が最大となった相である。この

時の各相ケーブルに働く電磁力は図2略一

6に示すように、時間経過とともに、それぞ

れ方向を時計回りに変えながら変化する。二

相短絡の場合にケーブルの単位長さ当りに

働く電磁力をf。（kg・f／m）とすると

　　　fo＝1．8・Im2／d

　ここに、Imは短絡電流（kA、実効値）、　d

はケーブル中心問の問隔（cm）である。電磁

力の最大値は短絡発生から約0．Ol秒後に発

生し、f。の約2．7倍となる。

2－6－5　おわりに

　当所の研究は主として、電気的現象を申心

として行ってきたので、その結果を記した

が、さらに、経済性、作業性なども総合的に

勘案して、ケーブルならびに防護物の防災対

策を図る必要がある。本研究は、その基礎的

研究成果を述べたものであり、この結果を踏

えて、ケーブル防護物の具体的対策が各方面

で検討されるならば、著者の望外の喜びであ

る。

　最後に、本研究を共同で遂行した、同じく

大電流研究室　千野　孝主査研究員に深く

感謝の意を表します。　　　　　　　　⑭

図』2－6－4　ケーブルに働く電磁力
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図2－6－5　三相並列配置ケーブルに働く電磁力の最大値
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開発とその実用化

経済研究所　経済部　社会環境研究室　若谷　佳史

2－7－1　はじめに

　大気汚染、水質汚染等の環：境問題が一段

落するにともない、人々の関心は「安全で

健康な環境」から景観等を活用した「快適

な環境」づくりへと変化しつつある。この

生活環境における快適性重視の傾向が強ま

るなかで、自然のなかに立地する発電所や

送電施設課の景観対策あるいは、都市景観

の面からの配電線地中化や電力施設のデザ

イン等も重大な社会的関心事となってきて

いる。

　このような状況のもとでは、従来のよう

に電力施設による周辺景観へのマイナス影

響を軽減するだけではなく、電力施設の立

地を地域のより望ましい景観を創造するた

めに活用していくような積極的な面からの

検討も、大きな社会的要請となりつつある

　経済研究所では、以上のような環境に対

する社会的要請に効率的に対応しうるよう

これまでに景観影響予測・評価手法を開発

・実用化するとともに、より効果的な景観

対策、景観設計のあり方を追及することに

よって手法の高度化を進めてきた。

　本稿はその手法について概要を紹介する

ものである6なお、本手法の紹介は火力・

原子力発電所を対象としているが、手法の

枠組みは水力発電所や送電設備等にも適用

可能なものである。

2－7－2　景観予測評価手法の概要

　これまでにも、発電所等の立地における

環境影響調査のなかで、景観影響について

の予測・評価が行われていた。しかし、従

来の方法では個別地点毎の特殊性を考慮す

るために、手法として統一的なものはなか

40

つた。とくに、評価については全くといっ

てよいほど個別に特殊な方法が採用されて

いた。

　本手法は、これまでの実例を踏まえて、

現実的な作業手順となるように手順の流れ

を組み立てるとともに、従来検討の不足し

ていた評価について、数多くの心理実験を

重ねて客観性を補強しながら開発したもの

である。

　手法の作業手順は図2－7級に示す通り8

つの段階からなっている。以下、各段階ご

とに内容を紹介する。

（1）文献・資料による景観調査

　全体の作業を効率的に運べるように、文

献・資料調査により対象地点周辺における

景観特性を把握しておく。調査の結果は、

景観資源の抽出、代表視点の選定、景観保

全対策の検討等の作業において利用する。

　なお、このときの調査の範囲は対象施設

の煙突等代表構造物を視覚1度（熟視角）

以上で見込む範囲であり、かっ発電所から

の距離が当該地域の標準視程以内である範

囲であれば十分といえよう。

　調査は、標準的な視程、自然景観の資源、

人文景観の資源、観光・レクリエーション

施設、観光動態、地域景観イメージ等の項

目について行う。

（2）景観影響分類図の作成

　調査対象範囲において文献・資料調査で

抽出した視点のなかから、検討すべき視点

および地域を代表する視点を効率よく選定

するための準備として、つぎのような電算

処理による影響予測を行う。

　国土地理院数値情報ファイルより作成し

た数値地形モデル（DTM）データと、発電

所諸元（煙突、原子炉建屋、排気塔、気象

鉄塔等の高々度構造物の代表高さ）をもと

にして、景観影響領域判定プログラムを用

いて発電所建設後の影響の範囲を表現する

景観影響分類機を作成する（図2－7－2参照）。

（3）検討視点の抽出

　視点の性格と、その視点の景観影響分類

との対応関係にもとづいて、「視点の重要性

が高い」と「景観影響が大きい」という2

つの観点から検討視点の選定を行う。

（4）現地調査

　（1）～（3＞までの机上調査で抽出した検討視

点に対して現地調査を行い、正確な視点位

置の特定、視認性の確認、主要興昧対象・

視野特性の把握、およびその他の景観特性

を把握する。

①机上では正確な視点位置の特定ができな

　かったもの（範囲として抽出した視点等）

　は現地調査でその位置を特定する。

②各視点から、対象地点が実際に見えるか

　どうかを確認する。近傍地形や木立ち等

　の影響で対象が不可視の場合や視界が不

　良な視点については、検討視点から除外

　する。

③各視点から見た主要興味三郎の位置およ

　びパノラマ景等の視野特性を把握する。

④その他の特記すべき景観特性、事項（視

　二二の整備状況及び利用状況、代表季節

　の確認）について把握する。

⑤各検討視点から眺めた現況景観を写真に

　撮影する。撮影にあたってはつぎの事項

　に留意する。四季にわたって撮影。撮影

　は主要視軸方向に対して行うことを基本。

　撮影状況を正確に記録しておき、季節毎

　の位置・方向等は同一とする。人間の視



図2－7－1　景観影響予測評価の手順

調査対象地域の設定 発電所諸元
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@・地域の視程
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@・観光施設、動態
@・地域景観イメージ
@・景観構成要素の性格分類
@・景観資源の把握

（2）景観予測評価地図の作成
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@　の作成
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図2－7－2　景観影響領域図
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　野・遠近感と同じになるよう使用フィル

　ム・レンズを選定する。

（5）代表視点の選出

　現地調査で特性を把握した各検討視点に

ついて視点重要度の算定を行う。このとき

現況写真と簡易コンピュータ・パースを用

いて景観を予測し、影響評価値を求める。

この結果、問題なしとされた場合は検討視

点から除外する。

　つぎに、視点重要度と影響評価値にもと

ついて、代表視点がバランスよく選出され

るようにする。

（6）景観影響予測

　各代表視点における影響の評価値を求め

るため、影響評価指標値（視距離、垂直見

込角、背景とのスケール比、地形タイプ等）

を算定する。

　つぎに、数値地形データと発電所諸元デ

ータを用いて、各視点からの景観をコンピ

ュータ・パース（透視図）によって予測す

る（図2－7－3）。さらにコンピュータ・パー

スを参考にしながら、代表季節の景観写真

と発電所施設とを合成してモンタージュ写

真を作成する。

（7）景観影響評価

　まず、影響評価指標値とコンピュータ・パ

ースまたはモンタージュ写真を用いて、各

視点ごとに個別評価を行う。

　個別評価は、発電所施設全体が、周辺景

観のスケール、コンテクスト、雰：囲気、色

彩、等を破壊することがなく、調和してい

るかどうかを評価する「周辺景観との調和

感」、構内施設のレイアウトやデザインのバ

ランスが、統一感がとれ整然としたものと

なっているかどうかを評価する「施設配置

の統一性・秩序性」、個別施設の“見えの大

きさ”の影響及び“施設デザイン”の好ま

しさを評価する「個別施設の目立ち具合・

デザインの良さ」の3つの評価軸から行う。

　具体的には、個別評価は以下に示す2通

りの方法によって行う。

　〔a〕定量的評価
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図2－7－3　コンピュータ・パース（石炭火力発電所）

．m　口回

　　影響評価指標値をもとに、別途心理実

　験を通して導出した評価関数を用いて定

　量的な評価を行う。

　〔b〕定性的評価

　　現在定量的に扱うことができない項目

　については、パースまたはモンタージュ

　写真を用い、評価の目安となる事例集を

　もとに定性的な評価を行う。

　つぎに、周辺景観に与える影響を総合的

に評価するために、次のような2段階の総

合評価を行う。

　〔a〕個別視点の総合評価

　　個別評価結果をもとに、各視点ごとの

　総合的な評価を検討する。このとき、評

　価項目のウエイト関係を考慮して総合化

　を行う。

　〔b〕対象地域の総合評価

　　すべての視点における評価を総合化し、

　対象地点周辺地域における全体的な景観

　影響の評価を行う。ここでは、視点ごと

　の重要度を加味して総合化を行う。

（8）景観保全対策の検討

　個別評価～総合評価の流れの中で景観的

な問題を十分に吟味し、それらを解消する

ための景観保全対策を検討する。デザイン

等に関する対策の検討では、（1）において調

査した“地域景観イメージ”を基本ポリシ

ーとして捉え、地域景観にマッチしたもの

を提案する（図2－7－4）。

　以上で本手法の概要を紹介した。

2－7－3　今後の展開

　最後にこれからの展開についてふれてお

くことにしたい。

　今後、ますます地域のアイデンティティ

についての関心が高まってくるに従い、景

観は地域の個性を表す代表的なものとして

重要性を高めてくる。それにともない、電

図2－7－4

力施設立地地域の地域特性を考慮した景観

対策の検討がより重要になってくると思わ

れる。

　都市地域や自然地域にかかわらず周辺景

観との調和に配慮するとともに、地域のシ

ンボルとなるような電力施設を景観的に設

計し、地域に快適な景観空間を創造してい

くことが大きな要請となっていくであろう。

　本手法もその動向を先取りしつつ、より

高度な社会的要請に対応できるよう改良し

ていく必要があろうと考える。　　　　○

景観保全対策例

『τぞ講罪∵『『

職
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　接触燃焼用試作触媒の初期活性：電力中央研究所研究報告No．283006昭和58年8月

　プロパンの接触燃焼における白金触媒性能：電力中央研究所研究報告No．283050昭和59年4月

　天然ガスの接触燃焼におけるパラジウム触媒の性能：電力中央研究所研究報告No．285071昭和61年4月

2－4
　断層粘土中の石英粒子の表面構造（その1）：電力中央研究所研究報告No．377011昭和53年2月ほか

　跡津川断層に伴う断層内物質の特性（その1）：電力中央研究所研究報告Nα381001昭和56年6月ほか

　断層内物質の粒度分布特性と表面積：電力中央研究所研究報告No．379029昭和55年2月

　カソードルミネッセンスによる断層活動性評価（その1）：電力中央研究所研究報告No．383062昭和59年6月ほか

　中央構造線と跡津川断層の分布性状と活動性：電力中央研究所研究報告No．384012昭和60年3月

2－5
　交流電界が実験動物に与える影響　（1）課電用半球状金属ケージの飼育環境：電力中央研究所研究報告Nα480021昭和56年10月

　　　　　　　〃　　　　　　　　（2）小動物用の課電暴露設備：電力中央研究所研究報告No．481010昭和56年9月

　　　　　　　〃　　　　　　　　（3）留歯類の成長および性周期への影響：電力中央研究所依頼報告No．481508昭和57年8月

　　　　　　　〃　　　　　　　　（4）成長期および成熟期ゴールデンハムスターの血液学的、血清化学的パラメーターへの影響：電力中

　　　　　　　　　　　　　　　　央研究所依頼報告No．484503昭和59年6月

　　　　　　　〃　　　　　　　　（5）ゴールデンハムスターによる3腹繁殖実験：電力中央研究所依頼報告No．485503昭和60年9月

2－7
　自然風景地における送電線の景観的影響の評価：電力中央研究所研究報告No．582010昭和58年6月

　発電所の景観評価手法一定量的評価について一：電力中央研究所研究報告No．582011昭和58年7月

　発電所の景観設計手法一景観対策の効果と海岸イメージー：電力中央研究所研究報告No．583017昭和59年9月
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編集後記

　電研レビュー第14号「社会に役立つ独創

研究一昭和60年度表彰」をお届けします。

　本号では「巻頭言」を九州電力株式会社

代表取締役副社長石橋周一様にお願いし

ました。ご多忙中にもかかわらず快くご寄稿

をいただき、心からお礼を申し上げます。

　本号は、昨年の第11号にひきつづき、60

年度表彰の研究内容のダイジェストをとり

まとめたものです。

　是非、ご一読をお願いします。

◎巨大技術◎

　このところ、日航ジャンボ・ジェット機

やスペース・シャトル、衛星打上のタイタ

ン、デルタ・ロケット、さらに、チェルノ

ブイリ原子力発電所など、巨大システムの

事故があいついでいます。

　これらは、各々の稼動時間・回数などが

増えるにつれて、何事もなく順調なのが当

り前のように思われていましたが、一一転

事故が起きると逆にその分だけ影響が大き

かったようです。

　事故原因は、それぞれの詳細な調査によ

って今後明らかになっていくでしょうが、

巨大システムに共通する何かがあるのでし

ょうか。

　この巨大システムの特徴は、多くの分野

の総合化された技術により成り立っている

ことです。部外者の一一つの見方ではありま

すが、これらの巨大技術がスタートした時

点では、いくつかの分野にまたがる最先端

の研究を開発に結びつけた、小数精鋭によ

って運行されていたものが、量産体制など

に移るにつれて、人もかわり、何らかの見

落しがでてきたのではないでしょうか。

　日本では、新幹線など、かなりの実績を

積んだ巨大技術があり、また、最近の情報化

技術なども急速なテンポで進んでいます。

これらの技術をさらに発展させて、安全性

のチェックに実際に役立つエキλパート・

システムなどを開発することが、今後重要

になるものと考えられます。

◎縦と横◎

地質学では、従来、地向斜と呼ばれる造

山帯に土砂が厚く堆積した後、隆起して陸

地ができると考えられていました。ところ

が現在では、例えば、太平洋のかなたから

押し寄せるプレート（板状岩体）によって、陸

地の生成も説明されるようになりました。

つまり、縦から横に考え方が大きく変った

わけです。

　これは地球物理学的手法によるところも

大きいのですが、地質学との学際領域の研

究の成果とも言えます。このプレートの理論

によって、両方の分野がその後飛躍的に発

展しました。

　この縦から横に至る発想は、場面が異な

れば、まだ無数に出てくる余地があるはず

です。そして、それは分野を越えた新しい

視点を必要とするのでしょう。

　今年度の受賞研究も、他の分野にまたが

る研究が多く、キラリと輝く発想を育て上

げた成果です。これらのうちのいくつかは、

実用化を目前にしており、社会に役立っ日

ももうすぐと期待されます。　　　　　●
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